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1．財 政 運 営 

多治見市健全な財政に関する条例 

平成 19年 12月に多治見市健全な財政に関する条例を制定し、財政の規範を定めるものとして位

置づけ、健全な財政運営を行うこととしています。 

(1)目的・指針 

   市民自治に基づいた健全な財政運営に資することを目的とします。そのため、人口の動向

等市民の負担能力の変化に考慮して世代間の負担の均衡を図るとともに環境変化に応じた対

応を取ることとしています。 

(2)財政運営の原則 

   市民自治に基づく財政運営のためには、情報の共有が必要です。そのため、財政に関する

情報を分かりやすく公表し、説明責任を果たしていくこととしています。財政情報の提供方

法として、「わかりやすい予算説明書」、「わかりやすい決算説明書」、「財政状況の公表」、

「財務諸表」を作成し、公表していくこととしています。 

(3)計画的な財政運営 

①財政判断指標と財政判断指数 

   財政の健全性を表す「ものさし」として財政判断指標を、その「めもり」として財政判断

指数を独自に定め、情報の共有化を図ることにより財政の健全性の維持及び向上を目的とし

ています。 

目   的 財政判断指標 財政判断指数 

負債の逓減及び償

還能力に対する信

用の確保 

償還可能年数 負債の総額から償還等に充てることが適当な基金残高

を控除した額を経常一般財源から元金の償還に係る公

債費分を除く経常経費充当一般財源を控除した額で除

した数値 

経費の硬直性の 

解消 

経費硬直率 公債費分を除く経常経費充当一般財源の額を経常一般

財源の額で除した数値 

財源の留保 財政調整基金 

充足率 

財政調整基金の可処分額を経常経費充当一般財源の額

で除した数値 

収支の安定性の 

向上 

経常収支比率 経常経費充当一般財源の額を経常一般財源の額で除し

た数値 

資金繰りの向上 実態収支 実質単年度収支の額と決算剰余金による財政調整基金

繰入額との合計額 

   なお、財政判断指数は、総合計画策定時（4ヵ年毎）、中期財政計画策定時（毎年度）及

び予算（当初・補正）・決算時に公表及び議会へ報告することとしています。 
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中期財政計画（Ｒ２(２０２０)～Ｒ５(２０２３)） 
 

１ 一般会計における歳入の見込み及び歳出の計画額 
           （単位：億円） 

 

令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

歳 
 
 
 
 

入 

1 国庫支出金 54.1 52.5 40.7 40.8 

2 県支出金 26.5 26.8 25.2 25.3 

3 市 債 47.4 32.6 36.4 34.6 

 
(1) 普通債 35.9 22.6 26.4 24.6 

(2) 臨時財政対策債 11.5 10.0 10.0 10.0 

4 その他 37.1 34.2 44.5 40.0 

 

(1) 市債償還対策基金 4.4 4.3 4.2 4.0 

(2) 職員退職手当基金 0.0 0.0 0.0 0.0 

(3) 修繕引当基金 1.0 1.0 1.0 1.0 

(4) 地域振興基金 1.0 1.0 1.0 1.0 

(5) その他（特定財源） 30.6 27.8 38.3 34.0 

5 一般財源 251.6 250.8 242.8 240.6 

 

(1) 市 税 146.3 141.5 141.4 139.5 

(2) 地方譲与税 2.6 2.4 2.4 2.4 

(3) 交付金 23.3 26.1 26.1 26.1 

(4) 地方交付税 54.6 54.0 54.3 55.6 

(5) 財政調整基金 16.9 18.8 11.6 10.0 

(6) 財政調整基金（災害復旧分） 0.4    

(7) 繰越金 7.5 8.0 7.0 7.0 

合   計 416.7 396.9 389.6 381.3 

歳 
 
 
 
 

出 

1 総合計画経費 90.6 69.3 72.6 62.3 

  うち一般財源等 (35.1) (29.8) (26.1) (23.0) 

2 固定的経費 271.4 271.6 274.3 276.5 

  うち一般財源等 (193.7) (193.5) (194.5) (195.6) 

 

(1) 人件費 60.8 61.8 61.5 60.6 

(2) 公債費 35.6 36.3 36.4 36.0 

(3) その他 175.0 173.5 176.4 179.9 

3 その他の経費 54.7 56.0 42.7 42.5 

  うち一般財源等 (34.3) (37.5) (32.2) (32.0) 

合   計 416.7 396.9 389.6 381.3 

うち一般財源等 (263.1) (260.8) (252.8) (250.6) 

※一般財源等＝一般財源＋臨時財政対策債 

年度 区分 
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２ 財政判断指数の見込み 
 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 目標値 基準値 

償還可能年数(年) 6.1 6.0 6.4 6.4 8.0 10.0 

経費硬直率(％) 72.4 70.4 71.6 71.5 72.0 75.0 

財政調整基金充足率(％) 15.0 10.3 8.4 7.5 9.0 5.0 

経常収支比率(％) 87.7 86.5 88.0 87.9 88.0 91.0 

実態収支(億円) △10.1 △10.6 △3.3 △1.8 － － 

※目標値及び基準値は、令和５年度までの数値 
 

 

３ 財政調整基金等の財政運営に関する基金の残高 
            （単位：億円） 

 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

財政調整基金 42.4 31.7 28.2 26.4 

 

災害復旧 8.6 8.6 8.6 8.6 

リスク引当 3.1 3.1 3.1 3.1 

可処分額※ 30.7 20.0 16.5 14.7 

市債償還対策基金 41.1 36.8 32.6 28.6 

 
合併特例債分 33.4 29.1 24.8 20.7 

その他※ 7.7 7.7 7.8 7.9 

職員退職手当基金※ 20.2 20.2 20.2 20.2 

庁舎建設基金※ 20.1 21.1 22.1 23.1 

※財政向上指針に従い、基金を運用 

 

②財政向上目標と財政向上指針 

    財政状況の維持及び向上のため、財政判断指標について目標値を設定することとしていま

す。財政向上目標を設定するに当たっては、パブリック・コメント手続などの市民参加を図

ることとなっており、定めた場合は、議会へ報告することとしています。なお、財政向上目

標は、市長の財政運営の方針を示すものであるため市長の任期毎に定めることとしていま

す。 

 【財政向上目標（令和２～５年度）】 

償還可能年数 経費硬直率 財政調整基金充足率 経常収支比率 

8.0年 72.0％ 9.0％ 88.0％ 

   また、財政向上目標の達成のために財政向上指針を定めることとしています。財政向上指針

を定めるに当たっても、財政向上目標を定める場合と同様にパブリック・コメント手続などの

市民参加を図ることとなっており、定めた場合は、議会へ報告することとしていますし、策定

指針期間は、市長の任期毎としています。 

 

指標 
年度・項目 

基金名 
年度 
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多治見市財政向上指針（令和２～５年度） 
 

１ 目標年度 

市長の任期ごとに策定するため、本指針の目標年度を令和２年度から令和５年度までとし

ます。 

 

２ 財政向上目標の達成のための基本方針 

（１）総合計画に基づく事業の実施と行政改革の推進 

 

（２）計画的かつ有効的な予算編成、予算執行 

 

（３）公共施設等の統合・複合化、転用、廃止等計画的な施設管理 

 

３ 目標年度までの各年度の財政判断指数の見込み 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

償還可能年数(年) 5.5 5.9 6.3 6.3 

経費硬直率(％) 69.3 70.4 71.6 71.5 

財政調整基金充足率(％) 15.1 9.6 7.9 6.9 

経常収支比率(％) 84.6 86.5 88.0 87.9 

実態収支(百万円) △840 △1,060 △330 △180 

 

４ 財政向上目標の達成に必要な事項 

（１）収入の増加及び支出の抑制 

目標①：債権管理計画で定める収納率の達成、企業誘致による税収増、使用料・手数料等の見

直し及び市有財産の一層の有効活用により財源の確保に努めます。 

目標②：公共施設のランニングコスト軽減、行政改革の実施による経常経費の抑制に努めま

す。 

 

（２）市債残高（一般会計負担分）の上限 

目標：一般会計の市債残高並びに特別会計及び企業会計の市債残高のうち、一般会計で負担

すべき残高の合計を 470億円、市債の実残高を 590億円以内とします。 

 

（３）基金の適正な管理 

①財政調整基金 

目標：財政調整基金の可処分額を 18億円以上確保します。 

 ②市債償還対策基金 

目標：市債償還対策基金（合併特例債分を除く。）は、令和５年度末残高を 10億円以上確

保します。 

③職員退職手当基金 

目標：職員退職手当基金は、令和５年度末残高を 20億円以上確保します。 

 ④庁舎建設基金 

  目標：庁舎建設基金は、令和４年度末残高を 20億円以上確保します。 

⑤地域振興基金 

目標：地域振興基金の年間処分額は、上限１億円とします。 
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③財政健全基準と財政正常化計画・財政再建計画 

   財政状況の健全性を確保するため、財政判断指標について基準値を設定することとしてい

ます。財政健全基準を設定するに当たっては、パブリック・コメント手続などの市民参加を

図ることとなっており、定めた場合は、議会へ報告することとしています。なお、財政向上

目標とは異なり、市長の任期毎に定めることにはしていませんが、見直しを妨げるものでは

ありません。 

 【財政健全基準】 

償還可能年数 経費硬直率 財政調整基金充足率 経常収支比率 

10.0年 75.0％ 5.0％ 91.0％ 

また、財政判断指数が財政健全基準へ抵触した場合はその抵触した時点に応じ以下のとお

り取り扱うこととしています。 

【財政正常化計画・財政再建計画の関係】 

中期財政計画が財政健全基準を 

満たさなくなった場合 

予算・決算が財政健全基準を 

満たさなくなった場合 

財政警戒事態宣言 

財政正常化計画 

財政非常事態宣言 

財政再建計画 

市民参加を図って策定 

議会に報告 議会で議決 

市民に公表 

宣言を解除する場合は、実施結果を議会に報告、市民に公表し、財政向上指針を策定 
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2．予  算 

(1)予算総括（令和２年度） 

      （単位：千円） 

年度別予算額 

 

会 計 

歳   入 歳   出 

令和２年度 令和元年度 比 較 令和２年度 令和元年度 比 較 

一 般 会 計 41,673,000 40,499,000 1,174,000 41,673,000 40,499,000 1,174,000 

特 別 会 計 23,367,754 23,602,162 △234,408 23,367,754 23,602,162 △234,408 

 南姫財産区事業 17,449 17,836 △387 17,449 17,836 △387 

土 地 取 得 事 業 635,843 635,497 346 635,843 635,497 346 

駐 車 場 事 業 47,852 49,980 △2,128 47,852 49,980 △2,128 

市営住宅敷金等 8,079 3,911 4,168 8,079 3,911 4,168 

国民健康保険事業 11,046,926 11,578,412 △531,486 11,046,926 11,578,412 △531,486 

多 治 見 駅 北 
土地区画整理事業 

－ 328,879 皆減 － 328,879 皆減 

介 護 保 険 事 業 10,007,207 9,572,974 434,233 10,007,207 9,572,974 434,233 

後期高齢者医療 1,604,398 1,414,673 189,725 1,604,398 1,414,673 189,725 

企 業 会 計 8,867,208 8,452,152 415,056 10,369,867 9,875,751 494,116 

 水 道 事 業 2,849,795 2,759,859 89,936 3,386,708 3,201,814 184,894 

下 水 道 事 業 4,937,951 4,684,442 253,509 5,842,238 5,611,105 231,133 

農業集落排水事業 17,017 21,096 △4,079 20,257 26,634 △6,377 

病 院 事 業 1,062,445 986,755 75,690 1,120,664 1,036,198 84,466 

合   計 73,907,962 72,553,314 1,354,648 75,410,621 73,976,913 1,433,708 

※多治見駅北土地区画整理事業は、令和元年度をもって事業を終了しました。 

 

【令和２年度当初予算 財政判断指数】 

 財政判断指数 財政向上目標 財政健全基準 

償還可能年数(年) 6.1 8.0 10.0 

経費硬直率(％) 72.4 72.0 75.0 

財政調整基金充足率(％) 15.0 9.0 5.0 

経常収支比率(％) 87.7 88.0 91.0 

実態収支(千円) △1,010,000 － － 

 

指標 
項目 
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(2)一般会計当初予算（令和２年度） 

（単位：千円、％） 

歳     入 歳     出 

款 金 額 構成比 款 金 額 構成比 

市 税 14,639,083 35.1 議 会 費 300,081 0.7 

地 方 譲 与 税 275,250 0.7 総 務 費 3,872,314 9.3 

利 子 割 交 付 金 11,000 0.0 民 生 費 14,674,630 35.2 

配 当 割 交 付 金 51,000 0.1 衛 生 費 3,495,604 8.4 

株式等譲渡所得割 
交 付 金 

42,000 0.1 労 働 費 18,038 0.0 

法人事業税交付金 134,700 0.3 農 林 水 産 業 費 270,309 0.7 

地方消費税交付金 1,902,000 4.6 商 工 費 1,140,077 2.7 

ゴ ル フ 場 利 用 税 
交 付 金 

43,000 0.1 土 木 費 4,778,159 11.5 

環境性能割交付金 42,300 0.1 消 防 費 1,286,764 3.1 

国有提供施設等所在
市町村助成交付金 

300 0.0 教 育 費 8,192,209 19.7 

地 方 特 例 交 付 金 88,000 0.2 公 債 費 3,564,745 8.6 

地 方 交 付 税 5,457,300 13.1 諸 支 出 金 20,070 0.0 

交通安全対策特別 
交 付 金 

12,562 0.0 予 備 費 60,000 0.1 

分担金及び負担金 260,794 0.6    

使用料及び手数料 1,533,104 3.7    

国 庫 支 出 金 5,407,839 13.0    

県 支 出 金 2,654,868 6.4    

財 産 収 入 265,172 0.6    

寄 附 金 74,730 0.2    

繰 入 金 2,593,998 6.2    

繰 越 金 750,000 1.8    

諸 収 入 695,000 1.7    

市 債 4,739,000 11.4    

歳 入 合 計 41,673,000 100.0 歳 出 合 計 41,673,000 100.0 
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 (3) 一般会計歳入区分別分析表   

（単位：千円、％）  

年 度 

項 目 

区  分 

令和元年度 

予算額 

令和２年度 

予算額 構成比 

自 主 財 源 21,229,578 20,811,881 49.9 

 市 税 14,488,726 14,639,083 35.1 

分 担 金 及 び 負 担 金 523,219 260,794 0.6 

使 用 料 及 び 手 数 料 1,341,584 1,533,104 3.7 

財 産 収 入 271,652 265,172 0.6 

寄 附 金 38,050 74,730 0.2 

繰 入 金 2,788,611 2,593,998 6.2 

繰 越 金 700,000 750,000 1.8 

諸 収 入 1,077,736 695,000 1.7 

依 存 財 源 19,269,422 20,861,119 50.1 

 地 方 譲 与 税 242,270 275,250 0.7 

利 子 割 交 付 金 53,000 11,000 0.0 

配 当 割 交 付 金 76,000 51,000 0.1 

株 式 等 譲 渡 所 得 割 
交 付 金 

42,000 42,000 0.1 

法 人 事 業 税 交 付 金 － 134,700 0.3 

地 方 消 費 税 交 付 金 1,756,000 1,902,000 4.6 

ゴ ル フ 場 利 用 税 

交 付 金 
39,000 43,000 0.1 

環 境 性 能 割 交 付 金 － 42,300 0.1 

国有提供施設等所在市町村
助 成 交 付 金 

300 300 0.0 

地 方 特 例 交 付 金 88,000 88,000 0.2 

地 方 交 付 税 5,203,000 5,457,300 13.1 

交 通 安 全 対 策 特 別 
交 付 金 

14,000 12,562 0.0 

国 庫 支 出 金 5,131,591 5,407,839 13.0 

県 支 出 金 2,525,061 2,654,868 6.4 

市 債 4,036,200 4,739,000 11.4 

自 動 車 取 得 税 交 付 金 63,000 － 0.0 

合   計 40,499,000 41,673,000 100.0 
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 (4) 一般会計歳出性質別分析表 

                                        （単位：千円、％） 

年 度 

項 目 

区  分 

令和元年度 

予算額 

令和２年度 

予算額 構成比 

義 務 的 経 費 18,501,371 1,883,625 45.3 

 
人 件 費 6,525,463 7,352,315 17.6 

扶 助 費 8,564,256 7,961,610 19.1 

公 債 費 3,411,652 3,569,700 8.6 

投 資 的 経 費 4,675,247 7,194,202 17.3 

 
普 通 建 設 事 業 費 4,675,247 7,194,202 17.3 

災 害 復 旧 事 業 費 0 0 0.0 

そ の 他 経 費 17,322,382 15,595,173 37.4 

 
物 件 費 7,887,449 7,136,467 17.1 

維 持 補 修 費 317,972 324,185 0.8 

補 助 費 等 4,678,031 3,850,067 9.2 

積 立 金 404,134 376,617 0.9 

投 資 及 び 出 資 金 0 0 0.0 

貸 付 金 64,680 63,960 0.2 

繰 出 金 3,910,116 3,783,877 9.1 

予 備 費 60,000 60,000 0.1 

合   計 40,499,000 41,673,000 100.0 
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3．決  算 

(1) 市町村台帳 
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(2) 普通会計年度別決算状況 

①  歳    入  

（単位：千円、％）  

年度・項目 

区 分 

平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

決算額 構成比 前年対比 決算額 構成比 前年対比 決算額 構成比 前年対比 

地 方 税 15,049,251 39.9 1.8 15,057,684 37.9 0.1 15,179,760 35.7 0.8 

地 方 譲 与 税 284,396 0.8 △0.1 287,139 0.7 1.0 291,701 0.7 1.6 

利 子 割 交 付 金 41,176 0.1 79.2 41,477 0.1 0.7 18,429 0.0 △55.6 

配 当 割 交 付 金 80,842 0.2 37.9 63,997 0.2 △20.8 73,425 0.2 14.7 

株 式等譲渡 所得割 

交 付 金 
94,421 0.3 218.2 54,404 0.1 △42.4 39,060 0.1 △28.2 

地 方消費税 交付金 1,878,384 5.0 4.3 2,005,781 5.1 6.8 1,913,317 4.5 △4.6 

ゴ ル フ 場 利 用 税 

交 付 金 
54,106 0.1 △4.1 51,758 0.1 △4.3 52,548 0.1 1.5 

自動車取得税交付金 87,555 0.2 34.2 92,550 0.2 5.7 48,221 0.1 △47.9 

環 境性能割 交付金 － － － － － － 14,299 0.0 皆増 

地 方 特 例 交 付 金 70,528 0.2 5.7 81,106 0.2 15.0 321,048 0.8 295.8 

地 方 交 付 税 5,323,074 14.1 △6.0 5,523,225 13.9 3.8 5,763,355 13.6 4.3 

交 通安全対 策特別 

交 付 金 
13,801 0.0 △3.8 13,177 0.1 △4.5 12,179 0.0 △7.6 

分 担金及び 負担金 246,965 0.7 5.3 253,379 0.6 2.6 191,988 0.5 △24.2 

使 用 料 568,310 1.5 △0.8 564,019 1.4 △0.8 444,853 1.0 △21.1 

手 数 料 645,130 1.7 5.2 653,201 1.7 1.3 682,507 1.6 4.5 

国 庫 支 出 金 4,215,208 11.2 2.0 4,030,172 10.1 △4.4 4,630,873 10.9 14.9 

国有提供施設等所在 

市 町村助成 交付金 
300 0.0 0.0 300 0.0 0.0 300 0.0 0.0 

県 支 出 金 2,131,513 5.6 3.1 2,180,379 5.5 2.3 2,351,586 5.5 7.9 

財 産 収 入 444,373 1.2 28.1 556,565 1.4 25.2 620,080 1.5 11.4 

寄 附 金 97,776 0.3 31.6 57,032 0.1 △41.7 45,004 0.1 △21.1 

繰 入 金 2,102,763 5.6 △14.5 3,158,142 8.0 50.2 2,716,055 6.4 △14.0 

繰 越 金 1,391,910 3.7 △28.4 1,805,374 4.6 29.7 3,115,231 7.3 72.6 

諸 収 入 637,412 1.7 11.3 612,001 1.5 △4.0 701,501 1.6 14.6 

地 方 債 2,282,000 6.0 56.9 2,598,300 6.5 13.9 3,296,100 7.8 26.9 

合   計 37,741,194 100.0 1.1 39,741,162 100.0 5.3 42,523,420 100.0 7.0 
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②  歳    出（目的別） 

（単位：千円、％） 

 年度・項目 

区 分 

平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

決算額 構成比 前年対比 決算額 構成比 前年対比 決算額 構成比 前年対比 

議 会 費 327,687 0.9 0.6 321,514 0.9 △1.9 298,415 0.8 △7.2 

総 務 費 4,366,258 12.6 △13.5 3,878,075 11.0 △11.2 4,516,760 11.6 16.5 

民 生 費 13,015,125 37.7 2.4 12,962,628 36.9 △0.4 13,815,401 35.5 6.6 

衛 生 費 3,152,585 9.1 2.2 3,275,029 9.3 3.9 3,563,491 9.2 8.8 

労 働 費 20,269 0.1 △51.3 16,497 0.0 △18.6 17,033 0.0 3.2 

農 林 水 産 業 費 175,210 0.5 △27.9 204,023 0.6 16.4 239,702 0.6 17.5 

商 工 費 931,835 2.7 0.6 901,783 2.6 △3.2 876,047 2.3 △2.9 

土 木 費 3,187,581 9.2 △2.1 3,965,684 11.3 24.4 4,112,244 10.6 3.7 

消 防 費 1,129,014 3.3 △1.1 1,282,990 3.7 13.6 1,171,424 3.0 △8.7 

教 育 費 4,430,113 12.8 6.7 4,742,395 13.5 7.0 6,593,972 17.0 39.0 

災 害 復 旧 費 44,238 0.1 皆増 25,237 0.1 △43.0 3,800 0.0 △84.9 

公 債 費 3,657,957 10.6 △1.0 3,430,542 9.8 △6.2 3,653,133 9.4 6.5 

諸 支 出 金 97,948 0.3 1762.8 119,534 0.3 22.0 0 0.0 皆減 

合   計 34,535,820 100.0 △0.3 35,125,931 100.0 1.7 38,861,422 100.0 10.6 

 

【令和元年度 健全化判断比率】                   （単位：％） 

 健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 － 12.23 20.00 

連結実質赤字比率 － 17.23 30.00 

実質公債費比率 △3.0 25.0 35.0 

将来負担比率 － 350.0  

※実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来負担比率が算定されない場合は、「－」を記載 

 

【令和元年度 公営企業会計の資金不足比率】         （単位：％） 

 資金不足比率 経営健全化基準 

水道事業会計 － 

20.0 
下水道事業会計 － 

農業集落排水事業会計 － 

病院事業会計 － 

※資金不足がないため比率が算定されない場合は、「－」を記載 

※財政再生基準は設定されていない 

  

指標 項目 

会計 
項目 
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【令和元年度決算 財政判断指数】 
 

財政判断指数 財政向上目標 財政健全基準 

償還可能年数(年) 6.0 8.0 10.0 

経費硬直率(％) 72.4 72.0 75.0 

財政調整基金充足率(％) 20.0 9.0 5.0 

経常収支比率(％) 88.3 88.0 91.0 

実態収支(千円) 880,747 － － 

 

【地方交付税の推移】                          （単位：千円） 

年度 

区分 
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

基準財政需要額 ( A ) 16,781,880 17,050,626 17,041,151 17,395,421 17,850,461 

基準財政収入額 ( B ) 12,126,248 12,450,437 12,656,447 12,821,556 12,945,633 

交付税基準額(A)-(B) 4,655,632 4,600,189 4,384,704 4,573,865 4,904,828 

地 方 交 付 税 総 額 5,895,440 5,664,914 5,323,074 5,523,225 5,763,355 

 

普 通 交 付 税 5,232,346 5,027,411 4,694,914 4,885,249 5,121,372 

特 別 交 付 税 663,094 637,503 628,160 637,976 641,983 

財 政 力 指 数 0.73 0.73 0.73 0.74 0.74 

 

  

指標 項目 
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4．市 有 財 産      

(1) 土地及び建物 

                        （令和 2．3．31 現在） 

区          分 
土 地 面 積 

（㎡） 

建  物  延  面  積（㎡） 

木    造 非 木 造 計 

本 庁 舎               15,964 0 21,030 21,030 

その他の行政機関 
消 防 施 設       26,392 0 11,075 11,075 

その他の施設 77,210 556 18,637 19,193 

公 

共 

用 

財 

産 

学                  校 706,128 1,144 160,863 162,007 

公 営 住 宅            137,622 2,289 50,374 52,663 

公                  園 1,281,789 483 2,728 3,211 

そ の 他 の 施 設            2,026,447 13,884 144,619 158,503 

山                        林 4,820,334 0 0 0 

保 安 林               4,851,654 0 0 0 

宅                        地 211,745 0 0 0 

そ の 他               407,210 1,144 4,734 5,878 

合                        計 14,562,495 19,500 414,060 433,560 

※本庁舎は、プロパン庫・倉庫兼車庫・駐車場を含む。 

本庁舎土地面積に駅北庁舎用地を含む。 

 (2) 有価証券 

           （令和 2．3．31 現在） 

区    分 金   額 

株    券 46,879千円               

電話債権             0 千円 

計 46,879千円          

(3) 公有車保有台数 

                               （令和 2．3．31 現在） 

区    分 台    数 区    分 台    数 

総 務 部 35台 福 祉 部 2台 

水 道 部 22台 経 済 部 4台 

建設・都市計画部 31台 消 防 署 68台 

教 育 委 員 会 61台 市 民 健 康 部 6台 

環境文化部 62台 その他(外郭団体) 10台 

企 画 部 1台 計 302台 
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(4) 出資による権利 

                           （令和 2．3．31 現在）（千円） 

区  分 内     容 金  額 

出資金 

陶 都 森 林 組 合 出 資 金 535  

岐 阜 県 森 林 公 社 出 資 金 20  

岐 阜 県 住 宅 供 給 公 社 出 資 金                    100  

岐 阜 県 畜 産 協 会 出 資 金 140  

岐阜県野菜価格安定基金協会出資金                    100  

多 治 見 市 土 地 開 発 公 社 出 資 金                    5,000  

東濃西部ふるさと活性化基金出資金                    450,486  

株 式 会 社  エ フ エ ム た じ み 出 資 金 27,000  

岐 阜 県 名 産 販 売  株 式 会 社 出 資 金 3,000  

株 式 会 社  華 柳 出 資 金 12,500  

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 出 資 金   5,600 

出捐金 

岐 阜 県 信 用 保 証 協 会 出 捐 金 54,549  

岐阜県市町村行政情報センター出捐金 2,491  

美 濃 陶 芸 協 会 出 捐 金                    1,781  

岐 阜 県 教 育 文 化 財 団 出 損 金 1,243  

多 治 見 市 文 化 振 興 事 業 団 出 捐 金                    100,000 

セ ラ ミ ッ ク パ ー ク 美 濃 出 捐 金 3,514  

一般社団法人多治見市観光協会出損金 1,000 

合      計 669,059 

  （預託金は除く） 



 

- 17 - 

 

5．市    税 

(1) 市税当初予算額の推移 

税       目 

平 成 30 年 度 令 和 元 年 度 令 和 ２ 年 度 

当初予算額 

（千円） 

構成比 

（％） 

当初予算額 

（千円） 

構成比

（％） 

当初予算額 

（千円） 

構成比 

（％） 

１．市 民 税 7,076,000 49.56 7,152,700 49.37 7,083,100 48.39 

   

個    人 5,939,000 41.60 5,931,000 40.94 6,016,000 41.10 

法    人 1,137,000 7.96 1,221,700 8.43 1,067,100 7.29 

２．固 定 資 産 税 5,396,639 37.80 5,521,427 38.1 5,724,332 39.10 

   

 

 

固定資産税 5,390,000 37.75 5,515,000 38.06 5,718,000 39.06 

国有資産等 

所在市交付金 
6,639 0.05 6,427 0.04 6,332 0.04 

３．軽 自 動 車 税 249,200 1.75 257,200 1.78 268,200 1.83 

 

種 別 割 － － － － 256,200 1.75 

環境性能割 － － － － 12,000 0.08 

４．市 た ば こ 税 503,093 3.52 492,066 3.40 483,403 3.30 

５．鉱 産 税 16 0.00 16 0.00 10 0.00 

６．特別土地保有税 － － － － － － 

７．都 市 計 画 税 1,045,700 7.33 1,058,900 7.31 1,073,800 7.34 

８．入  湯  税 6,235 0.04 6,417 0.04 6,238 0.04 

市 税 計 14,276,883 100.00 14,488,726 100.00 14,639,083 100.00 



 

 

 

(2) 市税の収入状況 

年 度 

項 目 

 税 目 

平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

調 定 額 

（千円） 

収 入 額 

（千円） 

収入率 

（％） 

調 定 額 

（千円） 

収 入 額 

（千円） 

収入率 

（％） 

調 定 額 

（千円） 

収 入 額 

（千円） 

収入率 

（％） 

1 ．市 民 税         7,727,481 7,552,922 97.74 7,832,069 7,666,797 97.89 7,867,920 7,708,037 97.97 

 (1) 個 人        6,360,603 6,198,400 97.45 6,321,990 6,168,273 97.57 6,375,342 6,224,257 97.63 

 (2) 法 人        1,366,878 1,354,522 99.07 1,510,079 1,498,524 99.23 1,492,578 1,483,780 99.41 

2 ．固 定 資 産 税         5,810,308 5,622,182 96.76 5,707,788 5,533,174 96.94 5,770,161 5,586,328 96.81 

 (1) 土地･家屋･償却 5,803,346 5,615,220 96.76 5,701,149 5,526,535 96.94 5,763,733 5,579,900 96.81 

 (2) 交 付 金        6,962 6,962 100.00 6,639 6,639 100.00 6,428 6,428 100.00 

3 ．軽 自 動 車 税         254,541 241,168 94.75 263,697 249,968 94.79 275,385 260,950 94.76 

（1）種 別 割  - - - - - - 272,442 258,007 94.70 

（2）環境性能割  - - - - - - 2,943 2,943 100.00 

4 ．市 た ば こ 税         540,024 540,024 100.00 539,811 539,811 100.00 546,149 546,149 100.00 

5 ．鉱     産    税 17 17 100.00 17 17 100.00 16 16 100.00 

6 ．特別土地保有税         - - - - - - - - - 

7 ．都 市 計 画 税         1,118,147 1,085,475 97.08 1,095,057 1,060,527 96.85 1.105.282 1.070,748 96.88 

8 ．入   湯   税 7,464 7,464 100.00 7,390 7,390 100.00 7,533 7,533 100.00 

合         計 15,457,982 15,049,252 97.36 15,445,829 15,057,684 97.49 15,572,446 15,179,760 97.48 

内 
 

訳 

現 年 度 分 15,029,410 14,889,884 99.07 15,066,130 14,911,381 98.97 15,206,872 15,049,545 98.97 

滞 納 繰 越 428,572 159,368 37.19 379,699 146,303 38.53 365,574 130,215 35.62 

 

‐18

‐ 

 

 



 

 

(3) 一般会計歳入額及び市税収入額の推移 

  金  額 （億） 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

440 - 
     

420 - 

400 - 

380 - 

360 - 

340 - 

320 - 

300 - 

280 - 

260 - 

240 - 

220 - 

200 - 

180 - 

160 - 

140 - 

120 - 

100 - 

80 - 

60 - 

一 般 会 計 歳 入 額          
千円 

39,662,339 
千円 

37,511,496 
千円 

38,002,068 
千円 

40,000,997 
千円 

43,081,447 

市 税 収 入 済 額          
千円 

14,420,833 
千円 

14,780,777 
千円 

15,049,252 
千円 

15,057,684 
千円 

15,179,760 

割       合 36.36％ 39.40% 39.60% 37.64% 35.24% 

 

一般会計歳入額 

 
市税収入 
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(4) 市税の税率及び納期 

税  目 課 税 標 準 及 び 税 率                   納      期 

市 民 税      

 １．個人 

   〇  均等割  3,500円 

 〇  所得割  ６％ 

〈普通徴収〉 

   1 期   6 月 

    2 期   8 月 

    3 期  10月 

   4 期 翌年 1 月 

〈特別徴収〉 

   6 月から翌年 5 月まで 

  毎月納入 

  翌月の10日まで 

 ２．法人 

   〇  均等割 

原則、事業年度終了後 2 ヵ月

以内 

 資本金等の額 従業者数 税   額  

１千万円以下 
50 人 以 下           50,000円 

50 人 超           120,000円 

１千万円超       

１億円以下       

50 人 以 下           130,000円 

50 人 超           150,000円 

１ 億 円 超       

10億 円 以 下      

50 人 以 下           160,000円 

50 人 超           400,000円 

10億 円 超      

50億 円 以 下      

50 人 以 下           410,000円 

50 人 超          1,750,000円 

50億 円 超      
50 人 以 下           410,000円 

50 人 超          3,000,000円 

資本金等の額：地方税法第 292条第１項第４号の５に規定する資本金等

の額。ただし、資本金等の額を有する法人（保険業法に規定する相互会

社を除く。）の資本金等の額(ア)が、資本金の額及び資本準備金の額の

合算額(イ)又は資本金(ウ)の額に満たない場合は、(イ)又は(ウ)の額。 

 〇  法人税割 

8.4％ 

※１ 令和元年 9月 30日までに開始の事業年度分  12.1％ 

※２ 平成 26年 9月 30日までに開始の事業年度分 14.5％ 

固定資産税 

 

 課税標準額の 

 

 免税点   土  地の課税標準額の 30万円未満 

       家  屋の課税標準額の 20万円未満 

       償却資産の課税標準額の150万円未満 

1 期         4 月 

2 期         7 月 

3 期        12月 

4 期    翌年 2 月 

 

  

100

1.4
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税   目 課 税 標 準 及 び 税 率                   納      期 

軽自動車税 

（種別割） 

 

５月 

 区  分 種           別 年税額  

 

原動機付 

自 転 車     

50㏄以下 2,000円  

 50㏄を超え90㏄以下 2,000円  

 90㏄を超え125㏄以下 2,400円  

 ミニカ－ 3,700円  

 

軽自動車 

二輪のもの 

(125㏄を超え250㏄以下) 
3,600円  

 専ら雪上を走行するもの 3,600円  

 
小型特殊 

自 動 車     

農耕作業用のもの 2,400円  

 その他のもの 5,900円  

 二輪の小型自動車（250㏄を超えるもの） 6,000円  

      

 

車種区分 軽自動車 

   
三輪 

四輪乗用 四輪貨物 

年税率  営業用 自家用 営業用 自家用 

初
年
度
検
査
年
月 

平成27年３月以前 3,100円 5,500円 7,200円 3,000円 4,000円 

平成27年

４月以降 

 3,900円 6,900円 10,800円 3,800円 5,000円 

※１ 1,000円 1,800円 2,700円 1,000円 1,300円 

※２ 2,000円 3,500円 5,400円 1,900円 2,500円 

※３ 3,000円 5,200円 8,100円 2,900円 3,800円 

13年超（重課） 4,600円 8,200円 12,900円 4,500円 6,000円 
 

※１ 電気軽自動車・天然ガス軽自動車 

※２ ★★★★かつ令和2年度燃費基準＋30％達成乗用車 

    ★★★★かつ平成27年度燃費基準＋35％達成貨物車 

※３ ★★★★かつ令和2年度燃費基準＋10％達成の乗用車 

★★★★かつ平成27年度燃費基準＋15％達成の貨物車 

注「★★★★」は、低排出ガス車平成17年排出ガス基準75％低減または平成

30年排出ガス基準50％低減 国土交通大臣認定車のこと。 

※１～※３の税額は、初回車両番号指定を受けた年度の次年度のみ。 

 

軽自動車税 

（環境性能割） 

次の区分による税率を課税標準額（取得価格）に乗ずる。 

燃費性能等 税率 

電気自動車等 非課税 

★★★★かつ令和 2 年度燃費基準＋10％達成車 非課税 

★★★★かつ令和 2 年度燃費基準達成車 1.0％ 

上記以外 2.0％ 

※令和 3年 3月 31日までに取得したものを対象に１％の臨時的軽減を適用 

※新車・中古車を問わず取得価格が 50万円を超えるものが課税対象 

県が徴収した月の翌々月 
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税   目 課 税 標 準 及 び 税 率                   納      期 

市たばこ税 

売渡し等に係る製造たばこの本数1,000本につき 

一般の紙巻き

たばこ 

H25.4.1 H30.10.1 R2.10.1 R3.10.1    

5,262円 5,692円 

6,122円 6,552円 

   

旧３級品 
H30.4.1 R1.10.1    

4,000円 5,692円    

加熱式たばこ H30.10.1～R4.10.1にかけ、5段階で引き上げ    

   

前月分を毎月末日まで 

【
手
持
ち
品
課
税
】 

たばこの販売業者等が、たばこ税率の引上げの日午前０時現在におい

て、たばこの製造場又は保税地域以外の場所で、20,000本以上の製造た

ばこを販売のために所持する場合に、販売業者等を納税義務者として、

その所持する製造たばこに、税率の引上げ分に相当するたばこ税を課税

するもの。 

令和元年度は、旧３級品を旧３級品以外の税率に合わせるための経過

措置として令和元年10月1日に税率の引き上げが実施され、税率変更前

に仕入れた旧３級品に対して課税。 本数×1.692円 

３月末日まで 

鉱 産 税      

 月産価格 200万円以下 

 

 月産価格 200万円を超えるもの 

前月分を毎月末日まで 

特 別 土 地      

保 有 税      

平成 15年度以降については、当分の間課税しない。 

なお、制度としては下記のとおり。 

〈保有分〉 

取得価格もしくは修正取得価格の 

 

〈取得分〉 

取得価格の 

※免税点 5,000㎡未満 

〈保有分〉 

５月 

〈取得分〉 

・ 7月 1日前１年以内 

８月 

・ 1月 1日前１年以内 

２月 

都市計画税   課税標準額の  固定資産税と同じ 

入 湯 税 
鉱泉浴場における入浴行為 １人１日         １５０円 

ただし、日帰り入浴客については            ５０円 

毎月１５日までに、前月

１日から同月末日までの

分を申告納付 

 

100

1.4

100

3

100

0.7

100

1

100

0.3


